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Ⅰ．産業廃棄物の排出・処理状況について 

    
 
１．調 査 方 法 
（１） 調査対象 

① 調査対象   ４７都道府県 
② 対象業種   「日本標準産業分類（平成 14年 3月改訂）／総務省」をもとに抽出した産業廃棄

物の排出が想定される大分類１６業種 
③ 対象廃棄物  廃棄物の処理及び清掃に関する法律に規定する産業廃棄物１９種類 

（２） データの集計、解析 
都道府県から環境省に報告されたデータをもとに、調査年度や未調査業種等について産業活動指

標を用いて補正した。 
 
２．調査結果の概要 
（１） 産業廃棄物の排出状況 

① 全国総排出量 
平成１４年度における全国の産業廃棄物の総排出量は約３億９，３００万トンとなっており、

おおむね横ばいで推移しているが、平成８年度以降やや減少傾向がみられる（図１－１参照）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(*1）ダイオキシン対策基本方針（ダイオキシン対策関係閣僚会議決定）に基づき、政府が平成２２年度を目標年度として設定した 

 「廃棄物の減量化の目標量」（平成11年9月28日政府決定）における平成８年度の排出量を示す。 

(*2)平成９年度以降の排出量は*1と同様の算出条件を用いて算出している。 
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図１－１　産業廃棄物排出量の推移



 2

② 業種別排出量 
産業廃棄物の排出量を業種別にみると、排出量の多いものから、農業が約９，０１５万トン（全体

の２２．９％）、電気・ガス・熱供給・水道業（下水道業を含む）が約８，９７４万トン（同２２．

８％）、建設業が約７，３５１万トン（同１８．７％）、パルプ・紙・紙加工品製造業が約３，０４

０万トン（同７．７％）、鉄鋼業が約２，６５０万トン（同６．７％）、化学工業が約１，６７９万

トン（同４．３％）となっており、この６業種で約８割を占めている（図１－２、表１－１参照）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
③ 種類別排出量 
産業廃棄物の排出量を種類別にみると、汚泥の排出量が最も多く、約１億８，２４４万トン（全体

の４６．４％）であり、次いで、動物のふん尿が約８，９８０万トン（同２２．８％）、がれき類が

約５，５３６万トン（同１４．１％）となっており、この３種類で全排出量の約８割を占めている（図

１－３、表１－２参照）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

前回調査（平成13年度） 今回調査（平成14年度）

農業
90,430(22.6)

電気・ガス・熱
供給・水道業
93,145
(23.3)

建設業
76,151
(19.0)

鉄鋼業
26,450
(6.6)

パルプ・紙・
紙加工品製造業
27,138(6.8)

鉱業
13,772
(3.4)

化学工業
16,887
(4.2)

窯業・土石製品
製造業

12,174(3.0)

食料品製造業
10,829(2.7)

飲料・たばこ・飼料製造業
4,682(1.2)

その他
の業種
28,584
(7.1)

計
400,243
(100.0)

農業
90,147(22.9)

建設業
73,510
(18.7)

電気・ガス・熱
供給・水道業
89,743
(22.8)

パルプ・紙・
紙加工品製造業
30,402(7.7)

鉄鋼業
26,503
(6.7)

鉱業
12,409
(3.2)

窯業・土石製品
製造業

10,862(2.8)

化学工業
16,792
(4.3)

食料品製造業
10,104(2.6)

飲料・たばこ・飼料製造業
4,743(1.2)

その他
の業種
28,019
(7.1)

計
393,234
(100.0)

図１－２　産業廃棄物の業種別排出量

単位：千ｔ／年
　（　）内は％

前回調査（平成13年度） 今回調査（平成14年度）

汚泥
186,895
(46.7)

動物のふん尿
90,094
(22.5)

がれき類
57,096
(14.3)

鉱さい
16,350
(4.1)

ばいじん
10,183
(2.5)

金属くず
8,233
(2.1)

木くず
5,357(1.3)

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類
5,473(1.4)

動植物性残渣
4,110(1.0)

その他の
産業廃棄物
11,846
(3.0)

計
400,243
(100.0)

ガラスくず、コンクリー
トくず及び陶磁器くず

4,605(1.2)

図１－３　産業廃棄物の種類別排出量

単位：千ｔ／年
　（　）内は％

汚泥
182,438
(46.4)

動物のふん尿
89,799
(22.8)

がれき類
55,365
(14.1)鉱さい

16,249
(4.1)

木くず
4,963(1.3)

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類
5,552(1.4)

ばいじん
10,406
(2.6)

金属くず
7,684
(2.0)

ガラスくず、コンクリー
トくず及び陶磁器くず

4,545(1.2) 動植物性残渣
4,477(1.1)

その他の
産業廃棄物
11,756(3.0)

計
393,234
(100.0)
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④ 地域別排出量 
産業廃棄物の排出量を地域別にみると、関東地方の排出量が最も多く、約１億６５６万トン（全体

の２７．１％）であり、次いで、中部地方の約５，９４８万トン（同１５．１％）、九州地方の約５，

１８８万トン（同１３．２％）、近畿地方の約５，１８７万トン（同１３．２％）の順になっている

（図１－４参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＊都道府県単位の合計値と全国値が一致しない項目（動物のふん尿等）があるため、地域別排出量の合算値と全国値は異なる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

前回調査（平成13年度） 今回調査（平成14年度）

関東
113,273
(28.3)

中部
60,338
(15.1)

近畿
53,281
(13.3)

九州
51,974
(13.0)

中国
31,239
(7.8)

北海道
36,845
(9.2)

東北
35,291
(8.8)

四国
18,015
(4.5)

計
400,243
(100.0)

図１－４　産業廃棄物の地域別排出量

単位：千ｔ／年
　（　）内は％

関東
106,565
(27.1)

近畿
51,872
(13.2)

中部
59,482
(15.1)

九州
51,876
(13.2)

北海道
40,200
(10.2)

東北
34,678
(8.8)

中国
30,707
(7.8)

計
393,234
(100.0)

四国
17,754
(4.5)
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表１－１ 産業廃棄物の業種別排出量 

 

業         種 平成１３年度 平成１４年度 

 排出量（千t） 排出量（千t） 割合（％） 排出量（千t） 割合（％）

農         業 90,430 22.6 90,147 22.9

林         業 0 0.0 0 0.0

漁         業 29 0.0 14 0.0

鉱         業 13,772 3.4 12,409 3.2

建    設    業 76,151 19.0 73,510 18.7

製    造    業 122,817 30.7 122,551 31.2

 食  料  品  製  造  業 10,829 2.7 10,104 2.6

 飲 料・た ば こ・飼 料 4,682 1.2 4,743 1.2

 繊   維   工   業 1,127 0.3 1,046 0.3

 衣 服・そ の 他 の 繊 維 製 109 0.0 100 0.0

 木  材  ・  木  製  品 1,634 0.4 1,439 0.4

 家  具  ・  装  備  品 332 0.1 303 0.1

 パ ル プ ・ 紙 ・ 紙 加 工 品 27,138 6.8 30,402 7.7

 印 刷 ・ 同 関 連 1,173 0.3 1,175 0.3

 化   学   工   業 16,887 4.2 16,792 4.3

 石 油 製 品 ・ 石 炭 製 品 1,259 0.3 1,428 0.4

 プ  ラ  ス  チ  ッ  ク  製  928 0.2 964 0.2

 ゴ   ム   製   品 361 0.1 362 0.1

 な め し 革・同 製 品・毛 皮 90 0.0 96 0.0

 窯 業 ・ 土 石 製 品 12,174 3.0 10,862 2.8

 鉄     鋼     業 26,450 6.6 26,503 6.7

 非   鉄   金   属 3,994 1.0 3,732 0.9

 金   属   製   品 3,479 0.9 3,266 0.8

 一  般  機  械  器  具 1,743 0.4 1,418 0.4

 電気機械器具、情報通信機械器

具、電子部品・デバイス 4,251 1.1 3,617 0.9

 輸  送  用  機  械  器  具 3,791 0.9 3,862 1.0

 精  密  機  械  器  具 169 0.0 155 0.0
 そ     の     他 215 0.1 182 0.0

電気・ガス・熱供給・水道業 93,145 23.3 89,743 22.8

 情 報 通 信 業、運 輸 業 871 0.2 1,152 0.3

卸売・小売業、飲食店・宿泊業 1,478 0.4 1,526 0.4

医 療 ・ 福 祉 273
 

0.1
 

260 0.1

教育、学習支援業、複合サービス業、

サービス業 1,257
 

0.3
 

1,900 0.5

公         務 21 0.0 23 0.0

合         計 400,243 100.0 393,234 100.0

＊各業種の産業廃棄物排出量は四捨五入してあるため、合算した値は合計値と異なる場合がある。 

＊平成13年度値について、日本標準産業分類の改訂に伴い業種区分を変更した。旧産業分類と相違する業種区分については産

業活動指標等から当該業種の排出量を推計した。 
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表１－２ 産業廃棄物の種類別排出量 

 種         類  平成１３年度 平成１４年度 

   排出量（千t） 割合（％） 排出量（千t） 割合（％） 

 燃 え 殻  1,941 0.5 1,782 0.5

 汚 泥  186,895 46.7 182,438 46.4

 廃 油  3,089 0.8 3,185 0.8

 廃 酸  2,822 0.7 2,681 0.7

 廃 ア ル カ リ  1,528 0.4 1,492 0.4

 廃 プ ラ ス チ ッ ク 類  5,473 1.4 5,552 1.4

 紙 く ず  2,159 0.5 2,096 0.5

 木 く ず  5,357 1.3 4,963 1.3

 繊 維 く ず  78 0.0 70 0.0

 動 植 物 性 残 渣  4,110 1.0 4,477 1.1

 動 物 系 固 形 不 要 物  － － 203 0.1

 ゴ ム く ず  38 0.0 37 0.0

 金 属 く ず  8,233 2.1 7,684 2.0

 ガ ラ スくず 、コンクリート 

くず及び 陶 磁 器くず 
4,605 1.2 4,545 1.2

 鉱 さ い  16,350 4.1 16,249 4.1

 が れ き 類  57,096 14.3 55,365 14.1

 動 物 の ふ ん 尿  90,094 22.5 89,799 22.8

 動 物 の 死 体  191 0.0 211 0.1

 ば い じ ん  10,183 2.5 10,406 2.6

 合          計  400,243 100.0 393,234 100.0

＊各種類の産業廃棄物排出量は四捨五入してあるため、合算した値は合計値と異なる場合がある。 
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２） 産業廃棄物の処理状況 
① 処理フロー 
 総排出量約３億９，３００万トンのうち、中間処理されたものは約２億９，１００万トン（全体の

７４％）、直接再生利用されたものは約８，２００万トン（同２１％）、直接最終処分されたものは

約２，０００万トン（同５％）となっている。 
また、中間処理された産業廃棄物は、約１億１，９００万トンまで減量化された上で、再生利用（約

１０，０００万トン）または最終処分（約１，９００万トン）されている。 
最終的には、排出された産業廃棄物全体の４６％にあたる約１億８，２００万トンが再生利用され、

１０％にあたる約４，０００万トンが最終処分されている（図１－５参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*各項目量は、四捨五入してあるため、収支が合わない場合がある。 

［　］内は平成13年度の数値

直接再生利用量 再生利用量

8,200万ｔ 18,200万ｔ

排　出　量 (21％) (46％)

39,300万ｔ 18,300万ｔ

(100％) 処理後再生利用量

40,000万ｔ 処理残渣量 10,000万ｔ (46％)

中間処理量 11,900万ｔ (25％)

(100％) 29,100万ｔ (30％)

(74％) 処理後最終処分量

減量化量 1,900万ｔ

17,200万ｔ (5％)

(44％)

17,500万ｔ

(44％)

直接最終処分量 最終処分量

2,000万ｔ 4,000万ｔ

(5％) (10％)

4,200万ｔ

(10％)
図１－５　全国産業廃棄物の処理のフロー
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② 総排出量、再生利用量、減量化量及び最終処分量の推移 
  産業廃棄物の再生利用量、減量化量及び最終処分量の推移を図１－６に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 *1 「廃棄物の減量化の目標量」（平成 11年 9月 28日政府決定）における平成 8年度の数値を示す。 

 *2 平成９年度以降の排出量は*1と同様の算出方法を用いて算出している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１－６　産業廃棄物の再生利用量、減量化量、最終処分量
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   ③ 産業廃棄物の種類別の処理状況 
 産業廃棄物の種類別にみると、再生利用率が高いものは、動物のふん尿（９４％）、がれき類（８

４％）、金属くず（８３％）、鉱さい（７９％）等であり、逆に再生利用率が低いものは、汚泥（８％）、

ゴムくず（１１％）、繊維くず（１３％）等である。 
最終処分の比率が高い廃棄物は、ゴムくず（６４％）、ガラスくず、コンクリートくず及び陶磁器

くず（５２％）、廃プラスチック類（４４％）、燃え殻（３８％）等である（図１－７参照）。 
 

図１－７　産業廃棄物の種類別再生利用率、中間処理による減量化率及び最終処分率
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Ⅱ．産業廃棄物最終処分場の残存容量等について 

 
（１） 最終処分場の残存容量（平成15年 4月 1日現在） 

産業廃棄物行政組織等調査の集計結果によると、最終処分場の残存容量は約１８，１７８万ｍ３であり、

前年度から約２３７万ｍ３（約１％）増加した。 
 

表２－１ 最終処分場の残存容量（平成 15 年 4 月 1日現在） 

                         (単位:ｍ3) 

最 終 処 分 場 残 存 容 量 

遮 断 型 処 分 場 
       ２８，８２７ 

（２９，４８２） 

安定型処分場  総 数 
   ７３，０８９，６６７ 

（７６，０９５，９９１ ） 

 総 数 
  １０８，６６３，４５９ 
（１０３，２８２，８９９） 

管理型処分場 
 
うち海面埋立 

   ４０，９００，２１０ 
（３０，０２８，８２０） 

計 
  １８１，７８１，９５３ 
（ １７９，４０８，３７３ ） 

                ※ １．法第１５条第１項の許可を受けた施設である。 
     ２．「海面埋立」は、総数のうちの海面埋立分の内数とする。 
     ３．（ ）は、前年度の調査結果である。 
 
（２）最終処分場の残余年数（平成15年 4月 1日現在） 

平成１４年度の最終処分量（図１－５参照）及び平成１５年４月１日現在の最終処分場の残存容量

（表２－１参照）から最終処分場の残余年数を推計すると、全国では４．５年と前年度と同様に厳し

い状況にある。 
なお、仮に首都圏及び近畿圏で発生した産業廃棄物を、それぞれの圏域内で最終処分するとすれば、

残余年数はそれぞれ１．７年、３．６年となる。 
 
表２－２ 産業廃棄物の最終処分場の残存容量と残余年数（平成15年 4月 1日現在） 

区 分 最終処分量 
（万ｔ） 

残存容量 
（万ｍ３） 

残余年数 
（年） 

全 国 ４，０００ 
（４，２００） 

１８，１７８ 
（１７，９４１） 

４．５ 
（４．３） 

(参考) 
首都圏 

１，１０４ 
（１，２１０） 

１，８３８ 
（１，３１６） 

１．７ 
(１．１) 

近畿圏 ５２８ 
（５５９） 

１，９０１ 
（１，２０４） 

３．６ 
（２．２） 

      ※ １．残余年数＝残存容量／最終処分量とする。（ｔとｍ3の換算比を１とする） 
 ２．（ ）内は、前年度の調査結果である。 
 ３．首都圏とは、茨城県・栃木県・群馬県・埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県・山梨県をいう。 
   近畿圏とは、三重県・滋賀県・京都府・大阪府・兵庫県・奈良県・和歌山県をいう。 

             ４．首都圏、近畿圏の産業廃棄物の最終処分量は4,000万ｔ×27.6％（首都圏）、13.2％（近畿圏） 
                （平成14年度排出量の比率）とした。 
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（３）最終処分場の残余年数等の推移 

 

図２－２　最終処分場の残余容量

190,312
176,089 179,408

211,059 183,937
181,782

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

Ｈ9 Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 H14

年度末

残

余

容

量

（千m
3
）

図２－３　最終処分場の新規許可施設数
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図２－４　残余年数
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図２－１　最終処分量
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